
 

平成２５年労働組合基礎調査結果の概況 

 

 

 

 この調査は、埼玉県内のすべての労働組合を対象に、組合員数の状況等について毎年実施しているものである。 

 

 

 

１ 調査対象労働組合 

  調査の対象とした労働組合は、県内に所在し、労働者が主体となって自主的に労働条件の維持改善、その他経済 

 的地位の向上を図ることを主たる目的として組織されている団体 

 

２ 調査時点 

  平成２５年６月３０日現在 

 

３ 調査方法 

  勤労者福祉課及び各地域振興センター（南部、南西部を除く）職員の訪問、郵送等による調査 

 

４ 調査結果の概要 

 

 (1) 組合数及び組合員数 

   県内の労働組合数は１，８６１組合、組合員数は３６５，３５９人である。前年と比較して、組合数は４組合 

 （０．２％）増加した。また、組合員数は３，４１１人（０．９％）減少した。 

 

 第１表  年次別労働組合・労働組合員数の推移 

 

    項 

  目 

 

 年 

労   働   組   合 労   働   組   合   員  

   組  合  数 

  対 前 年 

  増 加 率 

     （％） 

   指   数 

   (平成１５年=100) 
   組 合 員 数 

           （人） 

  対 前 年 

  増 加 率 

     （％） 

   指   数 

   (平成１５年=100) 

１５    ２，０５９   △４．０         100.0     ３８８，２９２   △２．７         100.0 

１６    ２，０４０   △０．９          99.1     ３８０，６７０   △２．０          98.0 

１７    １，９７６   △３．１          96.0     ３７５，７７７   △１．３          96.8 

１８    １，９１７   △３．０          93.1     ３７９，４８０    １．０          97.7 

１９    １，９１２   △０．３          92.9     ３８１，７７８    ０．６          98.3 

２０    １，８９２   △１．０          91.9     ３８４，８９４    ０．８          99.1 

２１    １，８６７   △１．３          90.7     ３８３，３０７   △０．４          98.7 

２２    １，８６３   △０．２          90.5     ３８６，４８４    ０．８          99.5 

 ２３    １，８４４   △１．０          89.6     ３７３，３７９   △３．４          96.2  

 ２４    １，８５７   ０．７          90.2     ３６８，７７０   △１．２          95.0  

 ２５    １，８６１   ０．２          90.4     ３６５，３５９   △０．９          94.1  

 

 

 

 

 



 (2) 産業別組織状況 

 製造業が５９６組合、１０２，７２９人で組合数、組合員数ともに最も多い。構成比でみると、製造業の組合

数は全体の３２．０％、組合員数は全体の２８．１％を占めており、前年と比較すると、組合数は０．３ポイン

ト低下し、組合員数は０．５ポイント低下した。 

 

 第２表  産業別組織状況 

 

             項 目 

 業 種 

     労 働 組 合      労 働 組 合 員  

    組  合  数   構 成 比 (%)     組  合  員  数   構 成 比 (%) 

建 設 業 
         １５９        ８．５       ８８，３６４      ２４．２ 

        (１５８)       (８．５)      (８９，４３６)     (２４．３) 

製 造 業 
         ５９６      ３２．０      １０２，７２９      ２８．１ 

        (５９９)     (３２．３)     (１０５，４１９)     (２８．６) 

電気・ガス・ 

熱供給・水道業 

           ２９        １．６          ４，０４３        １．１ 

          (２７)       (１．５)         (３，５３９)       (１．０) 

情 報 通 信 業 
          ３５       １．９         ５，６０３       １．５ 

          (２９)       (１．６)         (５，３３５)       (１．４) 

運輸業、郵便業 
         ２９９      １６．１        ４０，８８０      １１．２ 

        (２９９)     (１６．１)       (４０，９８２)     (１１．１) 

卸売業、小売業 
         １９６      １０．５        ５５，７８４      １５．３ 

        (２００)     (１０．８)       (５４，３４４)     (１４．７) 

金融業、保険業 
          ７０        ３．８        １７，７１６        ４．８ 

         (７１)       (３．８)       (１８，０２９)       (４．９) 

宿泊業、 

飲食サービス業 

            ７        ０．４          ６，８３１        １．９ 

            (６)       (０．３)         (６，７５９)       (１．８) 

教育、学習支援業 
         １１２        ６．０          ７，２６５        ２．０ 

        (１１５)       (６．２)         (７，８８２)       (２．１) 

医 療 、 福 祉 
         １１５        ６．２         ５，８７８       １．６ 

        (１１３)       (６．１)        (５，８７９)       (１．６) 

複合サービス事業 
            ８        ０．４            ４３９        ０．１ 

           (７)       (０．４)           (４１２)       (０．１) 

サ ー ビ ス 業 
         １１０       ５．９         ７，２２７        ２．０ 

        (１０４)       (５．６)       （７，６６３)       (２．１) 

公 務 
          ９５        ５．１        ２１，９８７        ６．０ 

         (９６)       (５．２)       (２２，４３５)       (６．１) 

そ の 他 
           ３０        １．６            ６１３        ０．２ 

          (３３)       (１．８)            (６５６)       (０．２) 

合 計 
    １，８６１              ３６５，３５９   

   (１，８５７)       (３６８，７７０)   

    

  (注) １ 構成比は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。 

     ２ （  ）内は、前年数値である。 

     ３ 「サービス業」には、学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業を含む。 

     ４ 「その他」とは、農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、不動産業、物品賃貸業及び分類不 

      能の産業である。 

 

 

 

 



 (3) 企業規模別（民営企業）組織状況 

 組合数では、従業員２９９人以下の企業の組合の割合が全体の３５．８％と最も多い。組合員数では、従業員

１，０００人以上の企業の組合員の割合が全体の５５．８％を占めている。 

 

 第３表  企業規模別（民営企業）組織状況 

 

                項 目 

 企業規模 

     労 働 組 合      労 働 組 合 員  

    組  合  数   構 成 比 (%)     組  合  員  数   構 成 比 (%) 

  ５，０００人以上 
         ３１６      １８．７       ９９，９１８      ２９．７ 

        (３１６)     (１８．８)       (８５，７０９)     (２５．３) 

  １，０００～ 

       ４，９９９人 

         ３４４      ２０．３       ８７，８５３      ２６．１ 

        (３４１)     (２０．２)     (１０２，４９５)     (３０．３) 

      ５００～ 

           ９９９人 

         １３４       ７．９       ２０，８７０       ６．２ 

        (１３４)      (８．０)       (２１，５４９)      (６．４) 

      ３００～ 

           ４９９人 

         １１５        ６．８        １４，１０１        ４．２ 

        (１１５)       (６．８)       (１３，６０７)       (４．０) 

     ２９９人以下 
         ６０５      ３５．８        ２５，４５５       ７．６ 

        (５９９)     (３５．６)       (２５，８５７)       (７．６) 

     そ の 他 
         １７７      １０．５       ８８，１１３      ２６．２ 

        (１７９)     (１０．６)      (８９，３６６)     (２６．４) 

     合        計 
     １，６９１       ３３６，３１０  

    (１，６８４)      (３３８，５８３)  

 

 (注) １ 構成比は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。 

    ２ （  ）内は、前年数値である。 

    ３ 「その他」とは、２つ以上の企業の従業員で組織している労働組合である。 

 

 (4) パートタイム労働者の組合員 

 ４５，４３７人で、前年より５５０人（１．２％）増加した。 

 また、県内の全労働組合員数に占める割合は１２．４％となり、前年よりも０．２ポイント上昇した。 

 

 第４表  パートタイム労働者の組合員 

 

      項 

    目 

  年 

  パートタイム労働者 

  の組合員数 

           （人） 

対 前 年 

増 加 率 

      （％） 

 全労働組合員数に 

 占める割合 

       （％） 

 

２１    ４２，０５６   １０．６    １１．０ 

２２    ４３，７４７    ４．０    １１．３ 

２３    ４３，７５７    ０．０    １１．７ 

 ２４    ４４，８８７    ２．６    １２．２  

 ２５    ４５，４３７    １．２    １２．４  

 


